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稲作農業支援ついての申し入れ 

 

 9月以降、水田においてトビイロウンカによる被害が広がっている。多くの稲が坪枯れし、

コメの収量、品質にも影響が出ている。京都府は 8 月に病害虫防除所が観測し、注意を促

したが多くの農家に伝えることができず防除策がされないまま、府内全域に被害が広がっ

ている。そのうえ、スクミリンゴガイの大量発生の状況も報告されており、コメの病害虫

被害は来年以降も続くおそれがある。 

 今年はコロナ禍による影響でコメの消費が低迷し、在庫が 6月末時点において全国で 200

万トン以上あるため、生産者米価の大幅下落が予想されていた。コロナによる作物への支

援策は国も含めて高収益作物に集中しており、稲作への支援拡充の声が農家からあがって

いた。さらに政府・農水省は 10月 16日、コメの来年度適正生産量を 56万トン、面積ベー

スで 10万ｈａの減量を設定し、需給均衡の取組を農家におしつけている。そもそも、政府

は減反政策にともなって実施してきた米生産調整の配分を中止し、戸別所得補償制度も廃

止して、本来わが国の基幹作物である稲作に対する公的責任を放棄してきただけに、今年

の米価暴落、コロナ禍、病害虫の三重被害は農家にとって大打撃となるものである。農家

からは「来年以降も害虫が続く上に、行政の支援もまったくなく、稲作を続く気力がそが

れる」といった声があがっている。 

 水田は府民の食料供給のほか、府内耕地の 7 割を占め、また中山間地の集落の維持、防

災など多面的機能を有している。この稲作を維持するためにも緊急支援が求められる。つ

いては、以下の点について対策を講じるよう求める。 

 

・国に対し、備蓄米の買い入れ量を緊急に増やして買い支えを行うこと、また戸別所得

補償制度の復活を求めることとともに、京都府としても独自の支援策を実施すること。 

・病害虫被害の状況を把握し、収入減少を補てんする支援を実施すること。 

 

以上 

 


